
Ⅸ 爽やかな「都」をつくる

～奈良が持つ行政資源を総動員し、
効率的・効果的な行財政マネジメントを行い、

行き届いた行政サービスを届ける～

２７ 奈良モデルの実行
（９３）市町村と連携したまちづくりの推進
（９４）近鉄郡山駅周辺のまちづくり
（９５）県立医科大学周辺のまちづくり
（９６）王寺駅周辺のまちづくり
（９７）奈良県総合医療センター跡地のまちづくり
（９８）県域水道ファシリティ・マネジメント
（９９）ごみ処理広域化奈良モデル
（１００）市町村財政健全化・財政支援の検討

２８ 行政マネジメント
（１０１）県庁版働き方改革の実行
（１０２）県有資産のファシリティマネジメント（維持・管理・活用）
（１０３）地域デジタル化の推進

２９ 財政マネジメント
（１０４）県財政中長期運用方針と県債の管理
（１０５）税徴収率向上と適正課税推進
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もっと良くするために

(93) 市町村と連携したまちづくりの推進

ここまで良くなってきました

令和４年度予算案 141百万円

市町村と段階的に連携協定を締結し、協働
してまちづくりを推進。これまで27市町村
（55地区）と包括協定を締結、38事業で個
別協定を締結し財政支援等を実施しました。

【R4.1.1時点】

包括協定（市町村別）
「基本構想」の検討
段階

基本協定（地区別）
「基本計画」の検討
段階

個別協定（事業別）
「個別事業」の実施
段階

包括協定締結
27市町村 55地区

基本協定締結
37地区

個別協定締結
38事業

○まちづくりの段階に応じた財政支援を実施

・ハード事業：市町村の公債費のうち、地方交付税算入額を差し引いた額の１／４

・ソフト事業：市町村負担額の１／２

・まちづくり基本構想・基本計画・立地適正化計画：市町村負担額の１／２

・県有資産の貸付・譲渡：現行の減額基準を２０％かさあげ

○まちづくりの類型を分類し、共通の手法を検討。
「駅」、「駅前」、「参道」、「城跡･古墳･伝統的まちなみ等」、「庁舎等公共施設」、

「公園」、「病院」、「インターチェンジ」、「空き家」、「農業」の10分類
五條市 五條中心市街地地区

（合同庁舎・賑わい空間／R3年7月完成）
桜井市 長谷寺門前町周辺地区

（桜馬場／R3年9月完成）

川西町 近鉄結崎駅周辺地区
（駅前ロータリー／R3年3月完成）

○ 市 町 村 と 連 携 し た ま ち づ く り の 事 例

地域交流広場整備イメージ
（桜井市 中和幹線粟殿近隣周辺地区）

竹取公園魅力施設整備イメージ
（広陵町 竹取公園周辺地区）

○新しいまちづくり箇所を発掘
・葛城市と「（仮称）南阪奈道路葛城インターチェンジ周
辺地区」を対象に包括協定の締結に向けて協議 ほか

類型：駅前

類型：参道類型：庁舎

天理市 天理駅周辺地区
（駅前広場コフフン／H29年3月完成）

類型：駅前

○個別協定段階の市町村のハード事業への支援（70百万円）

○個別協定段階の市町村のソフト事業への支援（33百万円）

○包括協定・基本協定段階の市町村の構想・計画策定への支援
（38百万円）

・奈良市、橿原市、大和高田市、御所市、広陵町、斑鳩町、
黒滝村、 その他新規に包括協定を締結した市町村

桜井市 中和幹線粟殿周辺地区
（市庁舎・地域交流センター／R3年6月完成）

大和高田市 シビックコア周辺地区
（市庁舎／R3年4月完成）

類型：庁舎類型：庁舎

２７ 奈良モデルの実行

区分 事業 地区

医大新キャンパスアクセス道路整備 橿原市医大周辺

近鉄結崎駅の西口公園整備 川西町近鉄結崎駅周辺

地域交流センター・地域交流広場整備 桜井市中和幹線粟殿近隣周辺

新庁舎前の賑わい空間整備 五條市五條中心市街地

空き家 地域交流拠点・チャレンジサテライトオフィス整備 東吉野村小川

駅、駅前

庁舎等公共施設

区分 事業 地区

駅、駅前 （新）宇陀市榛原健康増進拠点基本構想策定事業 宇陀市近鉄榛原駅周辺

庁舎等公共施設 （新）匠の聚交流連携促進事業 川上村西部産業・観光拠点周辺

公園 （新）民間活力による公園魅力施設整備事業 広陵町竹取公園周辺 ほか

ほか

新しいまちづくり箇所の発掘を進めるとともに、まちづくりの段階に応じた財政支援等
を実施し、県と市町村が協働してまちづくりを推進します。
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もっと良くするために

(94) 近鉄郡山駅周辺のまちづくり

ここまで良くなってきました

令和４年度予算案 15百万円

まちづくり基本構想図

県と大和郡山市では、「城下町の風情を活かし、歩いて健康に暮らすことができるまち

づくり」を目指し、令和元年７月にまちづくり基本計画を策定しました。

○近鉄郡山駅周辺地区のまちづくりの検討

・大和郡山市が行う新駅整備計画の検討

に対して補助（7百万円）

・矢田町通りの歩行者優先化に向けた

具体的な取組の検討（8百万円）

近鉄郡山駅の移設（イメージ図）

新駅及び駅周辺のイメージ図

矢田町通り

送迎の車が矢田町通りに
入ってこない

バスターミナルと駅が
つながり、便利になる

送迎スペースも
確保できる 人の集まる空間も

確保できる

バスターミナルの
バリアフリー整備

現駅

新駅

駅前広場

県、大和郡山市、近鉄の三者で近鉄郡山駅の移設に係る協議を進め、令和４年度の

三者協定締結、令和５年度の近鉄郡山駅移設の事業化を目指します。

駅の移設や駅前広場の整備等を検討する「近鉄郡山駅周辺整備事業」等について、大

和郡山市と個別協定を締結し、駅の概略設計・事業費の算出等の取組を進めています。

令和４年度に大和郡山市と新駅整備計画に関する市民への情報発信（ワークショッ

プやセミナー等）を行います。

生駒
西ノ京
西大寺

薬師寺
唐招提寺

老人福祉センター

社会福祉会館

やまと郡山城ホール

バスパーク

大和郡山市役所

商業施設

ＮＴＴ
西日本

大和郡山
ビル

斑鳩
法隆寺

大和郡山病院

奈良

三の丸会館

三の丸駐車場

筒井
平端 大和小泉

法隆寺

三の丸
体育館三の丸

公民館

奈良信用金庫

南都銀行

138



もっと良くするために

(95) 県立医科大学周辺のまちづくり

ここまで良くなってきました

令和４年度予算案 7, 013百万円

医大附属病院周辺に新駅を誘致し、
「医大隣接の利点を活かした新駅設置に
よる賑わいのある健康増進のまち」を目
指し、橿原市と協働して病院の南側地区
の整備方針の検討を進めています。

新駅設置のための近鉄側の条件は八木
西口駅移設であるため、早期の八木西口
駅存廃の方針決定が必要です。

県立医科大学附属病院周辺のまちづく
りを進めます。（38百万円）

〇橿原市、県立医科大学、民間企業等と連携
し、施設配置計画や民間活力の活用を含め
た事業手法の検討など、整備方針の具体的
な検討等を進めます。

○新駅設置についての方針決定が行えるよう、
近鉄・橿原市と協議・調整を進めます。

医大の知見に触れる
「医学活用」ゾーン

【整備方針案】

【医大・周辺まちづくりプロジェクト概要図】

【整備スケジュール案】

みどりと歴史に触れる
「健康」ゾーン

キャンパス
移転

附属病院
整備

新
キャンパス

現
キャンパス

まちづくり整備

R
8

R
9

R
10

R
11

R
13

R
14

R
15～

R
7

R
12

R
2

R
3

R
4

R
5

R
6

新キャンパス先行整備
第１期

オープン

新キャンパス継続整備（第2期）及び新外来棟整備

文化財発掘調査

整 備整備方針・手順検討

整備方針・手順検討

教育・研究部門の移転及び県立医科大
学附属病院の機能充実を行います。
（6,975百万円）

○新キャンパスの建築工事及び造成工事等
を行います。

○新外来棟等整備において必要な機能等の
検討を行います。

※新外来棟は新駅の設置に関わらず、現キャンパス
敷地の南側に設置することで進めます。
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もっと良くするために

(96) 王寺駅周辺のまちづくり

ここまで良くなってきました

県と王寺町は協働で「王寺駅周辺地区」
のまちづくりについて検討を進めています。

大和川の洪水対策を進めています。

西和医療センターの移転・再整備につい
て、検討を進めています。

骨格幹線道路ネットワークの形成や渋
滞対策及び通学をはじめとする生活道
路の安全安心の確保に資する道路整
備などを進めています。

「県と西和７町との協議の場」を開催し、王寺駅周辺のまちづくり等について議論を
進めています。

Ｈ28年８月 まちづくり包括協定締結
H30年５月 まちづくり基本協定締結
［まちづくりのコンセプト］
西和地域の中核となる拠点機能の強化

○西和地域の中核病院である西和医療センター
は施設の老朽化が進んでおり、将来の病院の
あり方や移転・再整備について、検討を実施
移転先候補検討地：ＪＲ王寺駅南口

○大和川流域の直轄遊水地の整備を推進

○市町と連携し、内水による床上・床下浸水被害

を解消するための貯留施設等を整備

○国道25号斑鳩バイパス、国道168号王寺道路、
県道椿井王寺線 等

拠点施設の整備

令和４年度予算案 50百万円

王寺駅周辺地区まちづくり基本構想図（抜粋）

王寺駅の公共交通機関の結節性

の高さを活かし、西和地域の中核

となる拠点機能を強化します。

西和医療センターの移転・再整備

について、検討を進めます。

○新西和医療センター整備基本計画策定

（35百万円）

○奈良県立病院機構と連携し、地域の関

係者等との調整や再整備に向けた検討

○西和医療センターが移転する場合の条
件整理等

○王寺駅南口の現ＪＲメンテナンスエリア

にある鉄道施設の移設に関する具体的

な検討等（15百万円）

○まちづくり基本計画策定に向けた検討
地域医療の充実

地域資源の

魅力化

安心・安全な

住環境の整備

公共交通機関

の利用促進

にぎわい拠点の

形成の検討

ＪＲ王寺駅

新 西和医療センター
移転先候補地
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もっと良くするために

(97) 奈良県総合医療センター跡地のまちづくり

ここまで良くなってきました

令和４年度予算案 5百万円

旧病院建物の除却工事及び関連調査を進
めてきました。

地域包括ケアシステムの拠点づくりをコンセプトとして、県・奈良市連携によるまちづ
くりを進めます。

導入機能（例）

１．医療・介護・福祉
サービスによる包括
的なケア

２．住まい

３．交流

４．子育て支援

５．飲食・物販

６．健康増進

７．公園・広場機能

８．障がい者・高齢者
の就労・社会参加

＜地域包括ケアシステムの拠点づくりをコンセプトとしたまちづくりイメージ＞

新奈良県総合医療センター

平成30年５月に移転した奈良県総合医療セ
ンター跡地について、まちづくりの検討を進
めてきました。

○Ｒ２年度までに土壌汚染調査や周辺家屋の事前調
査などの関連調査を実施しました。

○Ｒ３年度から旧病院建物の除却工事に着手しました。

旧奈良県総合医療センター（除却）

○奈良県総合医療センターの跡地を活用したまちづ
くり計画を奈良市と連携して検討してきました。

並行して、旧病院建物の除却工事及び関連調査等を着実に進めます。

○健康増進と住宅
・ウォーキングプール、遊歩
道等の整備
・サービス付き高齢者向け住
宅等

○地域住民による活動
・認知症の方の見守り
・子どもの見守り健康サ
ポーターによる健康づくり
活動

○医療と介護の連携
・在宅診療支援
・訪問看護、訪問リハ
ビリの充実

○交流
・暮らしの保健室での専
門ボランティアによる相談
・子育て支援

事業計画地
薬局

幹線道路か
らのアクセス

尼ヶ辻駅

垂仁天皇陵国道３０８号

国道３０８号
（阪奈道路）

歯科

薬局
診療所

尼ヶ辻駅から
のアクセス診療所

診療所 薬局
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もっと良くするために

(98) 県域水道ファシリティ・マネジメント

ここまで良くなってきました

【上水道エリア】令和７年度に市町村水道と県営水道の事業統合を目指します。
（984百万円） ［債務負担行為 1,005百万円］

○主なスケジュール

【簡易水道エリア】
令和６年度を目途に広域的な共同管理体制の取組を推進します。（48百万円）

○広域的な共同管理体制に関する取組の推進
公営企業会計の適用等の国の制度改正への対応
支援及びコスト削減のための共同発注等の実施

令和３年１月に県・関係市町村等で県域水
道一体化の覚書を締結しました。

県域水道一体化が達成できた場合、投資の
抑制や国の交付金の活用により686億円(※)

の効果が見込まれます。

［施設共同化] 290億円(※) （Ｒ７～30年度）
・市町村浄水場の段階的な集約化による投資抑制
・送配水施設の最適化による投資抑制

[国交付金の活用] 396億円(※) （Ｒ７～16年度）
・広域化事業交付金

・運営基盤強化等事業交付金

(※) Ｒ３年１月時点試算

令和３年８月に奈良県広域水道企業団設立
準備協議会を設立し、一体化に向けた具体
的な検討・協議を進めています。

令和４年度予算案 1,032百万円
［債務負担行為 1,005百万円］

・水需要に応じた施設機能を確保しつつ、経年度合・耐
震性等を踏まえ段階的に統廃合を進め、県域で施設を
最適化・強靱化

・計画的な整備によるコスト削減と国交付金の有効活用
により、今後増大する施設更新への投資規模を抑制

・統合時に料金を統一することを基本とし、投資の抑制や

国交付金の活用により将来の料金上昇を抑制

・業務の標準化・システム化、民間委託化を進め、県域
で適正に人員配置が可能となり、運営体制が強化 統合時 将来

単独経営の場合よりも、
将来の料金上昇を抑制

統合時に
料金統一

（水準抑制）

Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度

・基本計画の策定（施設整備計画、財政運営、
組織体制等取りまとめ）

・基本協定の締結（一体化参加の最終判断）

企業団設立、事
業統合の準備

企業団の設立 事業統合

人口減少による水需要の減少、施設の老朽
化進行、職員減少による技術力低下などの
水道事業の課題を解決し基盤強化を図るた
め、県及び市町村の広域連携実現に向け取
り組んできました。

水道
料金

施設
整備

運営
体制

【覚書の概要】

・ Ｒ６年度までに企業団設立、Ｒ７年度までに事業
開始

・統合時、水道料金は統一することを基本とする
など

□：県水浄水場（存続）

□：市町村浄水場（存続）

□：市町村浄水場（廃止）

□：県水浄水場（存続）

□：市町村浄水場（存続）

：新設連絡管

浄水場配置図（集約前） 浄水場配置図（集約後）
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もっと良くするために

(99) ごみ処理広域化奈良モデル

ここまで良くなってきました

令和４年度予算案 23百万円

○県ごみ処理広域化補助金制度の創設（H28.4）

○各地域の進捗

・やまと広域環境衛生事務組合（H29.6完成）

・山辺・県北西部広域環境衛生組合（H28.4設立）

基本設計・調査等着手（H28～）

・さくら広域環境衛生組合（H28.4設立）

基本設計・調査等（H28～R2）

施設整備等着手（R2～）

・橿原・高市地域（橿原市、高取町、明日香村）

一般廃棄物処理に関する協定締結（H30.11）

・県北部地域（奈良市、大和郡山市、生駒市、

平群町、斑鳩町）勉強会開催（H29.2～）
やまとクリーンパーク（Ｈ29年６月完成）

県・市町村長サミットにおいて議論をスタートさせ、県は、市町村が連携し
て実施する「ごみの共同処理」に対して、技術・財政支援をしてきました。

市町村が連携して実施するごみ処理施設の整備に対して支援し、ごみ処
理の広域化を進めていきます。

25施設（H27）→15施設（R７）
・山辺・県北西部広域環境衛生組合（R７完成目標）

（大和高田市、天理市、山添村、三郷町、安堵町、
川西町、三宅町、上牧町、広陵町、河合町）

・さくら広域環境衛生組合（R５完成目標）
（大淀町、下市町、

黒滝村、天川村、
川上村、東吉野村）

・県北部地域（検討中）
（奈良市、斑鳩町）

広域化整備目標

引き続き、広域化による行財政運営の効率化
及び将来にわたる、ごみ処理の安定・継続化
を図る取組を支援します。

○施設整備状況

25施設（H27）→19施設（R２年度末現在）

さくら広域環境衛生組合
新ごみ処理施設 完成イメージ図

県北部地域

橿原・高市地域

さくら広域
環境衛生組合

山辺・県北西部
広域環境衛生組合

やまと広域環境
衛生事務組合
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もっと良くするために

(100) 市町村財政健全化・財政支援の検討

ここまで良くなってきました

令和４年度予算案 2,660百万円

引き続き、特に緊急を要する「重症警報」発令団体との合同勉強会等の取組を継続
します。令和４年度は、特に財政規模の大きな奈良市及び五條市における財政健全
化計画の策定を目指します。

○ 「重症警報」発令団体に対する財政支援（2,654百万円）
【支援団体】

「重症警報」発令団体のうち財政支援を未実施の奈良市及び五條市
【支援要件】
・「財政健全化計画（経常収支比率５年間で▲5.0ポイント以上の改善）」を策定、

市議会の承認等を得て公表
・抜本的な財政再建と県の財政支援について、市と県との間で協定を締結
・毎年度、市議会へ進捗を報告し、公表
【支援メニュー】

市町村振興資金貸付金、繰上償還に必要な補償金に対し補助

○ 奈良モデルの推進（5百万円）
奈良モデル推進補助金、広域連携のマッチング

○ 市町村税の徴収強化（1百万円）
市町村の実情に応じた伴走型支援の実施

令和元年度決算において、特に緊急を要
する奈良市、五條市、宇陀市、平群町、
河合町に対し「重症警報」を発令しました。
（Ｒ２年度決算においても継続）

全国最下位レベルのまま推移している
県内市町村の財政状況は、改善傾向
が見られます。

○Ｒ２年度決算における経常収支比率の県内
市町村平均（加重平均）は、依然として全国平
均を上回る水準ですが、前年度比2.4ポイント
改善し、全国平均との差も2.5ポイントに縮小

奈良県と宇陀市、平群町及び河
合町との財政健全化の推進に関
する覚書締結式 (R3.10.19)

○「重症警報」発令団体等と県で、財政状況の改善
に向けた合同勉強会を開催し、具体的な改善方
策を検討

○宇陀市、平群町、河合町の３市町について、 県に
よる財政支援の要件を満たす財政健全化計画が
各市町議会で承認等されたことから、財政健全化
の推進に関する協定を締結。今後、県から市町へ
財政支援を実施

合同勉強会の様子

97.4

（44位）

97.6

（46位）

98.4

（47位）
98.0 

（46位）

95.6

（42位）

92.5 92.8 93.0 
93.6

93.1

90

92

94

96

98

100

H28 H29 H30 R1 R2

奈良県 全国

（％）

（年度）

県内市町村の経常収支比率の推移※

地方財政状況調査（総務省）

※は数値が低い方が良くなる指標です。
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○より多様な採用ルートの導入と社会・経済構造
の変化に対応した視点を持つ職員の育成
（49百万円）

・（新）採用試験の多様化（SPIの導入、他の公務
員試験の活用検討等）、Web面接ツールの導入、
デジタル専門人材の採用

・行政サービスの組み直し（BPR）とデジタル化を
進める「コア人材」育成制度の導入

・社会・経済構造の変化に対応した視点を持つ人
材の育成（民間や海外への派遣等） 等

もっと良くするために

ここまで良くなってきました

令和４年度予算案 405百万円

個々の職員がやりがいを持っていきいきと働き、能力を最大限発揮できるよう、「時間
管理」「業務管理・改善」「健康管理」「多様で柔軟な働き方」等に取り組んできました。

○障害者や男女とも、様々なライフイベントの中で柔軟に働ける職場づくり（336百万円）

・介護や育児等をしながら仕事ができるテレワークの全面導入
（職員用端末のモバイル化）

・コミュニケーションを円滑にするアプリの活用を開始
・不妊治療に取り組む職員を強力に支援

（国内自治体の中でも充実した不妊治療休暇制度の導入）
・メンタルヘルス対応の強化（ハラスメント対応） 等

○縦割りになっている行政サービスの住民目線で
の再設計と自動処理化（20百万円）

・現行業務の①プロセス、②業務量、③ユーザー
である住民の最終的な目的・ニーズの再確認

・（新）デジタル技術も活用した、住民目線での行
政サービスの組み直しのための研修を導入

・業務シートの積極的な活用による組織マネジメ
ントの促進 等

○在宅勤務実施者数（延べ） R3.4～10月 1,292人 ※R3.4～試行導入

○フレックス制利用者数（実人数） R２年度 257人 → R3.4～10月 841人
○男性育休取得率 H28年 2.6％ → R２年 19.5％ +16.9ポイント
○手書き文字等を電子データに変換するソフトの導入

R２年度 36所属 → R３年度 69所属（12月現在）
○音声認識ソフトの導入 R２年度 93所属 → R３年度 107所属（12月現在）

※ BPR：Business Process Re-engineering

２８ 行政マネジメント

(101) 県庁版働き方改革の実行

１．多様で柔軟な働き方の推進

２．ユーザーである住民目線での行政サービ
スの組み直し（BPR）と生産性向上

３．採用・育成のあり方の見直し

労働力人口が急速に減少する中、こうした取組を着実に進めるため、多様で柔軟な働
き方の推進、ユーザー目線での行政サービスの組み直し（BPR※）、採用・育成のあり
方の見直しの３本柱で人材強化と業務の抜本的な生産性向上に取り組みます。

在宅勤務時においても、勤務公署と同様に
パソコンによる業務が可能に

｢地域の自立を図り、くらしやすい奈良を創る｣には、未来への投資となるプロジェクト
の加速とともに、住民目線での複数の行政サービスの一体的な提供等が必要です。
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もっと良くするために

(102) 県有資産のファシリティマネジメント(維持・管理・活用)

ここまで良くなってきました

令和４年度予算案 9百万円

利用見込みのない県有資産の売却を進
め、売却収益は新たな投資財源として活
用に努めました。

県有資産の保有総量最適化に向けて、小
規模・老朽化した県事務所を集約しました。

県庁舎系施設北部地域再配置（H23年度完了）
県庁舎系施設中部地域再配置（H26年度完了）
県庁舎系施設南部地域再配置（R３年度完了）

○旧五條高校跡地に、五條市役所庁舎と県事務
所等の合同庁舎を整備（国・県・市集約型）

○過去５年間（H28～R２）で36件、155,455㎡を
売却し、3,560百万円の収入※がありました。

五條市役所庁舎と県事務所等の合同庁舎

国・県・市町村で連携し、県域でのファシリティマネジメントを推進します。
売却だけではなく、貸付も積極的に実施し、自主財源の確保及び県有資産の有効
活用に努めます。（6百万円）

○市町村広域連携の推進
・近隣の市町村が文化施設・体育施設等を
共同利用・共同管理する取組を支援

○未利用資産売却・活用の促進

・県・市町村が保有する未利用資産について
情報共有し共同でHP公開
・未利用資産の売却促進に向けて、市町村と
共同で売却・活用検討会を開催

県有資産の適正管理及び総量最適化により、ファシリティマネジメントを推進します。
（3百万円）

○（新）国有未利用資産も含め、県域に存在する
資産（国・県・市町村）の最適利用を検討

○（新）新たな貸付手法の検討・制度化
・歳入確保、維持管理費削減に向けて、新たな
貸付手法を検討

○公共施設等総合管理計画に基づき、県有資
産の適正管理及び長寿命化による経費削減
に取り組む

※地域・経済活性化基金等へ積立を行った21件の売却額の合計

626 

2,810 3,010 3,256 
3,560 

6

9

4

10

7

0

5

10

15

20

0

1,000

2,000

3,000

4,000

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２

（件）（百万円） 売却実績

累積収入 当年度売却件数

・五條市役所・ふるさとハローワーク（国）
：R３年11月オープン

・県五條総合庁舎：R３年12月オープン

○更なる経費削減に向けて公共施設の総量最適
化を検討

（年度）
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もっと良くするために

(103) 地域デジタル化の推進

ここまで良くなってきました

令和４年度予算案 883百万円 ［債務負担行為 134百万円］

奈良県地域デジタル化戦略本部を設置し、デジタル戦略の核となる方針や実行計画
について議論しています。

○知事、副知事、各部局長を構成員とし、部局横断的に進めています。

○８つのデジタル原則

○デジタル化それ自体を目的とするのではなく、行政サービスのユーザーである県民の目線で、
利便性の向上や困りごとを解決するサービスの開発に取り組みます。

これらを進めるために専門人材を登用し、デジタル化の推進に取り組みます。

要介護者が医療機関を受診する際の医療・福祉サービスの例＜デジタル化後のイメージ＞

ひとり親家庭への支援の例＜デジタル化後のイメージ＞

令和３年12月に「奈良デジタル戦略」の基本方針等を示しました。

求職者に対する雇用予定型リカレント教育の例＜デジタル化後のイメージ＞

問 診
カルテ

タブレットで問診入力 レントゲン

診察時に画面表示 介護施設

カルテ

本人に最適な医療・介
護サービスを提供する
ため、医療機関と介護
施設が同じ情報を共有

医療機関

就業可能性を飛躍的に
向上させるため企業の
人材ニーズに合わせて
リカレント教育を実施

本人に最適な介護
サービスを提供

ひとり親家庭が悩む、保
育の確保、仕事探し、住
居の確保などを、県民
一人ひとりにカスタマイ
ズされた「解決までの道
のり」として手元のス
マートフォン等に提示

①マイナンバーカードの普及とマイナンバー・法人IDの利活用 ②住民目線の仕組み

③モバイル接点 ④情報連携とシステムの共同化

⑤クラウドｂｙデフォルト ⑥県・市町村・準公共分野の協働

⑦情報セキュリティ・個人情報保護の確保 ⑧デジタルデバイドへの対応

など

令和４年３月に「奈良デジタル戦略」を策定します。

ひとり親家庭

スマートフォンのアプリに
悩み事・困りごとを入力

迷うことなく目的を達成

会社

保育所

貸付金

解 決

・
・
・

保育所に

預けたい

就職した

い

本人にカスタマ
イズされた情報
を提供

求人

保育

住宅

貸付金

リカレント教育ＩＴ企業等

県 企 業求職者
①欲しい人材・能力を

提示して求人

②リカレント教育

提携

⑤教育後、求人企業へ就職

③実習先マッチング

④企業実習

③実習先マッチング
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もっと良くするために

(104) 県財政中長期運用方針と県債の管理

ここまで良くなってきました

令和４年度予算案 － 百万円

県債残高は、令和４年度末で、ピーク

であった平成26年度末（10,700億円）

から約1,040億円減少し、また、交付

税措置のない県債残高の県税収入

額に対する割合も、10年間で比率が

改善しています。

投資財源確保（税源涵養）に努めます。

○奈良県経済の好循環を促す取組や、主要な
プロジェクトをはじめとした、地域の魅力を向
上させる未来への必要な投資など、税源涵
養につながる戦略を積極的に推進します。

○主要なプロジェクトを加速させていくため、国
との連携や民間企業の参画を最大限確保す
るとともに、経済対策をはじめとした国予算も
積極的に活用します。

○財政収支改善による余剰金の積立てなど、事
業基金の拡充に努めます。

未利用・低利用の県有財産の処分
に努め、投資財源として活用します。

10,568 
10,676 10,700 10,699 10,616 

10,501 

10,257 

10,027 

9,793 9,869 
9,664 

8,500

9,000

9,500

10,000

10,500

11,000

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4
0

財政課調べ

県債残高総額のピーク

（R2までは現在高、R3は2月補正予算案（開会日提出分）後、R4は当初予算案）

ピーク時から約１，０４０億円減少

◎ 県債残高総額の推移

（億円）

２９ 財政マネジメント

○県有資産の更なる総量
最適化に取り組みます。

○引き続き、未利用・低利
用の県有資産を整理し、
積極的な売却等によって、
自主財源の確保に努めます。

0

県債管理３原則の実行
① 新規の県債発行は交付税措置の

あるものを優先
② 交付税措置のない県債残高の減少
③ 県債残高総額の減少

4,346 
4,163 4,052 3,959 3,873 3,774 3,676 3,605 3,577 3,607 3,594 

1,043 1,069 1,078 1,165 1,155 1,210 1,200 1,208 1,212 1,183 1,260 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

交付税措置のない県債残高

県税収入額

◎ 交付税措置のない県債残高と県税収入額の推移（３倍程度に維持）

3.9倍 3.8倍 3.4倍 3.4倍 3.1倍 3.1倍 3.0倍 3.0倍 3.0倍 2.9倍

（R2までは現在高、R3は2月補正予算案（開会日提出分）後、R4は当初予算案）

交付税
未措置額
／県税
収入額

（億円）

財政課調べ１０年間で比率が改善

4.2倍

R４の県税収入額は
H２４と比べ約２２０億円増加

H２４～R４の１０年間での県税収入増加額は累計約１,３１０億円

交付税措置のない県債残高は
１０年間で約７５０億円減少
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もっと良くするために

(105) 税徴収率向上と適正課税推進

ここまで良くなってきました

令和４年度予算案 34百万円

税徴収率は、コロナ禍の影響を受けた令和２年度を除き、年々上昇し、税収総額も、

企業立地促進を追い風に、大きく増加しています。

１．税に関する手続き負担のゼロ化を目指します。

○税分野のデジタル戦略として、納税書類の取得不要化（県・市町村等の

システムによる内部処理により完了）や収納手段の電子化等を推進

・収納手段の拡大（口座振替、スマートフォンでの収納等）（21百万円）

・（新）納税に関する書類のデジタル処理による取得不要化の検討（4百万円）

・（新）車検証電子化に伴う自動車税課税手続きの見直し等（1百万円）

２．市町村への支援と連携を強化します。

○個人住民税の未納額の圧縮等に向けて、人材面での市町村支援を強化

・市町村への県職員の常駐派遣、専門家による支援、合同公売等（1百万円）

・市町村と連携して、個人住民税の特別徴収（源泉課税）への移行を推進 等

３．滞納整理及び適正課税を強力に推進します。

○自動車税コールセンターを設置し早期の滞納解消（2百万円）

○未申告法人に係る調査体制を拡充（5百万円）
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奈良県の税徴収率と税収総額の推移

税収総額 徴収率

（税務課調べ）

（億円） （％）

（年度）

〇特に、個人事業税（全国４位）・

県民税（全国19位）について、高

い徴収率を確保しています。

○また、立地補助金等により立地促

進した企業等からの税収により、

Ｈ24年から約220億円増えるなど、

投資促進⇒税収増の「好循環」が

生まれています。

「３つの税務改革」で、更なる税収増を図り、手続きももっと便利にします。

※R2までは決算、R3は当初予算、R4は当初予算案
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